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内容
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2. 原発のコストはいくらか
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4. 原発再稼働と電気料金

5. 原子力発電の今後
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1．原発とお金
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関電・高浜町問題
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経緯

• 関電の会長・社長を含む原子力関係者が高浜町有力者から金品3.2億円分相当を受領。

原子力発電に近い関係者に手厚い構造。

• 第1回社長記者会見、第2回会長・社長記者会見、第3回会長・社長記者会見で概要

が明らかに。

• 「不適切」「違法でない」、森山氏の特異なキャラクターを強調。

※ 菓子折に金貨、50万円のスーツ など・・

構図

• 巨額の原発マネー（電気料金が原資）の還流問題

※ 森山氏の特有のキャラクターの問題ではない。

• 政府と電力会社が進めた無理な再稼働によって生じた問題

※ 高浜のみで5000億円を超える資金、関電全体で1兆円、電力各合計で4兆5000億

円
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関西電力と立地地域との間
のカネを通じた癒着関係

役員ら15人が
1980年代から金品を受領。

原発をめぐってカネのつな
がりは非常に強い。

〜全部カネのつながりと
言ってよい。



なげかける課題
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電力会社と地元の利権をもつ有力者との間の一体関係が明らかに

• 資金の還流

• 非常に長い関係（高浜原発立地当初から）

• 同じことは他地域、他電力会社でもあり得る。

再稼働の「地元合意」の欠陥

• 「合意」に要するのは立地自治体のみ。

※ 利害を共通にもつもの同士の意思表明、「かけ声」にすぎなかった。

• 周辺自治体も立地自治体と同等の「合意」が必要

※ 再稼働にあたって周辺自治体が要求。

公益事業を担う主体としてのガバナンスの欠如

• コンプライアンス委員会の委員長の社長自らが裏金（金品）を受領。

• 有力者を介して情報提供



関西電力問題の根本はどこにあるか

10

 根本問題

① 電気料金還流の問題

② 原発と地域をめぐる巨額のマネーの問題

 国

• 国は、原子力発電所が立地する自治体に、多額の交付金を交付

• モデルケースでいうと、1基当たり1400億円（オモテのお金の流れ、一種の迷惑料）

• 電力会社に代わって国が税金で払っているのと同じ

• 交付金は、自治体にとって魅力的で、原発を受け入れる理由の一つ

 電力会社

• 工事の発注

• 自治体への寄付金、農林水産業を含む団体への協力金

• 『福井県史』「寄付金は、自治体のみならず各種の商工・農林水産関係の諸団体や第三セクター、地
元住民組織・団体などの事業・行事にも相当額が提供されており、その全容を把握することは難し
い」

 このような金の流れは他の電力会社にもある。



問われる「地元同意」プロセス
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「地元」

• 原発再稼働にあたっての周辺自治体の意向を無視

• 「同意が必要なのは「立地自治体」（2014年、八木誠・関西電力社長[当時])

関西電力と地元の利益を受けているものは、お金の面で利害が一致していた。

その利害が一致するもの同士が「合意」

• 高浜町の議会には、関西電力関係者の議員も含まれている。

• 利害が一致した人々だけでの合意は、公正性、中立性に欠ける。

• 単なる「茶番」

再稼働にあたっての「地元同意」は無効

• 被害を受ける可能性のある自治体も含めた「地元同意」が必要。

• 電力会社からカネを受け取っている主体に中立性はない。



政府にも重大な責任
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拙速に進めた再稼働

• 総括原価方式の電気料金にもかかわらずなぜ赤字に陥ったのか？

→ 無理な再稼働計画

→ 政権の強い意向

• 巨額の追加的安全対策投資

→ 経済原理にも反する行為。

公益事業主体の管理・監督の機能不全

• 最大の電力会社東電は福島原発事故を引き起こした

• 第2位の関西電力は、不正な資金還流を引き起こした

→ 関西電力を含む原子力事業者の経営・財務を徹底的に調査する必要がある。

政策決定に電力関係者を関与させている

• 原子力発電が有利になるよう、関西電力を中心として政府の各種委員会で働きかけ、
政府の政策決定に重大な影響を与えている。 → 事業環境整備＝原発延命策
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2．原発のコストはいくらか

13
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原子力開発をすすめた理由

安全

エネルギー安全保障

環境保全

安価

15



エネルギー基本計画（2018）における原子力に関する記述

16

エネルギー基本計画（2014）とほとんど同じ記述

燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に大きく、数年にわ
たって国内保有燃料だけで生産が維持できる低炭素の準国産エネル
ギー源として、優れた安定供給性と効率性を有しており、運転コス
トが低廉で変動も少なく、運転時には温室効果ガスの排出も無いこ
とから、安全性の確保を大前提に、長期的なエネルギー需給構造の
安定性に寄与する重要なベースロード電源である。

問題の多い記述がそのまま維持されている。



2030年の電源構成目標（長期エネルギー需給見通し）

17出所：経済産業省（2015）「長期エネルギー需給見通し」



原発のコストは安い？

18

テレ朝news(http://news.tv-asahi.co.jp/news_economy/articles/000089477.html)
（2016年12月6日の記者会見）

http://news.tv-asahi.co.jp/news_economy/articles/000089477.html
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出所：電気事業連合会「原子力コンセンサス2010」



国の試算
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コスト等検討小委員会（2004）

• これ以前にも数年おきに試算しているが結論はほぼ同じ。

コスト等検証委員会(2011, 2012)

• 原子力のコストの徹底検証

• 原子力のコストは安くない。

コスト検証ワーキンググループ(2015)

• エネルギー基本計画を受けて計算

• 原発は、事故コストをいれても安い。
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原発のコスト＝発電コスト

資本費（建設費）

燃料費

運転・保守費

事故リスク対応費用

政策費用

原発事故費用

追加的安全対策
費用

技術開発費用

立地対策費用

＋社会的費用

バックエンド費用
（使用済核燃料の処理・処分、廃止措置）

原発特有
超長期・世代をまたぐ



政府の最新の経済性評価
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• コスト等検証ワーキ
ンググループが2015
年のエネルギー基本
計画（2014）策定後
に試算。

• 2018年のエネルギー
基本計画策定時には
見直さなかった。
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出所：発電コスト検証ワーキンググループ(2015)「長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検
証に関する報告」5月26日

資本費が
小さい



現時点での福島原発事故の出費額
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項目 金額(億円)

損害賠償費用 賠償費用 7.9兆円

賠償対応費用 0.1兆円

原状回復費用 除染費用等 4.2兆円(*)

中間貯蔵施設 1.6兆円

除染廃棄物の最終処分 ？

帰還困難区域の除染 ？

事故収束廃止費用 「廃炉・汚染水対策」 8.0兆円

燃料デブリの処分 ？

国の対策 0.2兆円

行政による事故対応費用（除染を除く） 1.5兆円

合計 23.5兆円



増大する原発コスト
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原発事故コスト

• 事故後8年を経て、一層拡大。

• 賠償 →増大

• 事故炉処理・廃炉 （青天井）

原発の発電コスト

• 安全対策費、建設費の高騰

核燃料サイクルコスト

• 核燃料サイクルを継続することによって、さらに拡大

再処理費用 1.3兆円増の13.9兆円に。

• 高速増殖炉→高速炉開発（泥沼）
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Exelon社副社長
アメリカでは新しい
原発は高コストが理
由で建設されない。

26S&P Global, Platts, 12 April 2018 (https://www.platts.com/latest-news/electric-power/washington/no-new-nuclear-units-
will-be-built-in-us-due-26938511)



日立の原発、イギリスから撤退



高くなる原発コストを日本経済新聞も報じる

28

『日本経済新聞』2019年1月17日
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17.9円/kWh

29



既設の原発のコスト計算

30

政府のコスト検証ワーキンググループと同じ計算式

• 政府の計算方法には問題がある。（とくに資本費と事故費用）

• だが、今回、方法は踏襲し、想定のみ変えた。

新しい想定

• 追加的安全対策費用の増加（601億円→1基あたり2000〜5000億円規模へ）

• 事故費用の増加（12.2兆円→21.5兆円）

• 運転期間の減少（多くの原発で10年近い停止→発電量の減少）

• 原発の燃料費・バックエンド費用：2001-10年の平均値



既設の原発の例：柏崎刈羽、浜岡のコスト

31

建設費 追加的安全対策
費

運転維持費 燃料費 事故リスク対
応費用

政策経費 合計

政府試算
（2015)

3.1 0.4 3.5 1.5 0.3 1.3 10.1

柏崎刈羽6号 3.1 2.5 4.8 1.2 0.7 1.3 13.5

柏崎刈羽7号 2.8 2.6 4.8 1.2 0.5 1.3 13.3

浜岡3号 3.7 1.8 5.1 1.4 0.7 1.3 14.0

浜岡4号 3.5 1.8 4.9 1.4 0.7 1.3 13.6

円/kWh

大島堅一（2019）「原発の本当のコストを評価する」『世界』7月号、125-133ページ



今後も増大：原発のコストは超長期で不確実
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2．原発のコストを誰が支払うのか33



なぜ高い原発が維持できるのか？

1. 国の原子力優遇策

• 原子力技術開発への財政支出

• 立地自治体への交付金

2. 原発のコストを回収できる仕組み

• 総括原価方式の電気料金

→しかし、電力自由化で総括原価方式の電気料金はいずれ撤廃される。

（※2020年4月からの予定だったが延期）

→原発延命策（原発介護政策）

34



電力自由化の下で原発事故費用の負担が問題に

35

①原発事故費用・原発コストが増大

②電力自由化の下で総括原価方式の小売料金が撤廃

③競争激化

→だれが原発事故費用を負担するのか。

【原発事故費用の負担問題】

• 本来であれば原因者負担が当然



改めて費用負担原則を考える

応能原則

応益原則

• 廃炉費用

応因原則＝汚染者負担原則(PPP)

• 賠償費用

• 除染費用

• 放射性廃棄物処分費用

36



費用負担制度

第1段階：旧来の電力供給体制を前提とする方法

• 地域独占、総括原価方式の電気料金

→電気料金（小売料金）を通じて国民に転嫁

＋税金（国民負担）

第2段階：電力自由化後の負担システム

• 総括原価方式の電気料金（小売料金）無し

→託送料金（送電線使用料＝総括原価方式）

＋税金（国民負担）

37



原発事故の費用を誰が払うのか

38

事故発生者＝汚染者＝加害者

→損害賠償責任
→事故収束・廃炉の責任

莫大な費用
超長期に及ぶ取り組み

自力で払いきれない
本来であれば破綻は避けられない



東京電力支援の考え方

39

機構は、原子力損害賠償のための資金が必要な原子力事業者

に対し援助(資金の交付、資本充実等）を行う。援助には上限

を設けず、必要があれば何度でも援助し、損害賠償、設備投

資等のために必要とする金額のすべてを援助できるようにし、

原子力事業者を債務超過にさせない。

「東京電力福島原子力発電事故に係る原子力損害の賠償に関する政府の支援の枠組みについ
て」（2011年6月14日、閣議決定）
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東京電力

原子力損害賠償支援機構

国民

損害賠償

資金援助

交付国債

電力料金

東電以外の原子力事業者

一般負担金

一般負担金、
特別負担金

電力料金

税

被害者

金融機関

政府

利息借入金

｀

返済

国庫納付

出所：『朝日新聞』他より作成。

2011年につくられた賠償費用負担の仕組み



電力自由化後の負担

第1段階：旧来の電力供給体制を前提とする方法

• 地域独占、総括原価方式の電気料金

→電気料金（小売料金）を通じて国民に転嫁

＋税金（国民負担）

第2段階：電力自由化後の負担システム

• 総括原価方式の電気料金（小売料金）無し

→託送料金（送電線使用料）

＋税金（国民負担）

41



問題となった費用

事故費用：東電救済策

• 損害賠償

• 事故炉廃炉費用

一般廃炉

• 残存簿価の減価償却費部分

• 解体引当金の引当期間短縮にともなう費用

• 廃炉費用の上振れ部分

42



日本における電力自由化

43

2000年3月 電力小売部分の自由化開始

• 特別高圧のみ

2004年4月

2005年4月

2016年4月 小売全面自由化（参入自由化）

• 家庭・商店を含め小売自由化

• 規制料金（＝総括原価方式）の他に小売料金（料金メニューがある）

2020年4月を目処に 規制料金撤廃、発送電分離

自由化領域の拡大（高圧）

電力システム改革



電力会社はなくなる

従来の電力会社はなくなる。

 送電会社と、発電・小売会社へ

これまでの電力会社は、沢山の会社のなかの一社になる。

全国で競争が生まれる。

44
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発電

送電

配電

小売

垂直統合

電気料金＝
総括原価方式

発電
会社

送配電
会社

小売
会社

発送電分離

地域独占
広域運用

競争
（卸電力市

場）

競争

法的
分離

一般電気事業者

小売料金の
総括原価方式廃止

45

託送料金
＜総括原価方式＞



46出所：資源エネルギー庁（2016）「原子力損害賠償の備えに関する負担の在り方について」11月29日（第5回財
務会計ワーキンググループ、資料５）
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つまり

国民が払っていない「ツケ」があると述べている。

しかし、これは国民のツケではない。

原発事故を起こした東京電力のツケである。

47



原子力の事業環境整備論

48

これまでの延命策

• 廃炉会計の改変

• 再処理等拠出金法の制定 → 再処理を国の事業にして電力会社・日本原燃を救済

• 託送料金への福島原発事故賠償費用・廃炉費用の付け替え

これからの延命策

• 原子力人材・技術・産業基盤の維持・強化

• 原子力損害賠償制度の改変（「予見可能性の確保」→有限責任化）

• 電力システム改革へのビルトイン→容量市場・非化石価値取引市場

国は、電力システム改革によって競争が進展した環境下においても、
原子力事業者がこうした課題に対応できるよう、海外の事例も参考
にしつつ、事業環境の在り方について引き続き検討を進める。
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4．原発再稼働と電気料金49



原発再稼働と電気料金

原発再稼働すると、電気料金は下がる。

• 関西電力は値下げを実施。（2017年8月1日により）

＝「原発ゼロ（原発廃止）すると、電気料金は上がる」？

→これは間違い。

50
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比べるべきは
原発保持（再稼働）と原発ゼロ（原発廃止）

原発再稼働原発ゼロ 原発再稼働準備状態

火力
燃料費

原発
維持費

原発
維持費

原発
燃料費

火力
燃料費

この分
安くなる

火力
燃料費

この分
安くなる

原発ゼロと原発再稼働、どちらの電気料金が安いかは、
電力会社によって違います。

購入

購入

購入

原発保持原発廃止
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5．原子力発電の今後52



原子力発電は瀕死の状態〜衰退・消滅へ

53

• ピークは1998年
• 事故後は40年前の水
準へ後退

→衰退・消滅へ

億kWh



原発は万人を不幸にする

福島原発の事故処理

原発の廃炉

放射性廃棄物の処分

〜長期にわたる取り組み、莫大な費用

54



原子力発電にかかわった主体はみな不幸になっている

立地地域住民

都市住民

電力会社

原発メーカー

国（経済産業省）
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これからの原子力事業は後始末処理へ

福島原発事故への対処

• 賠償、生活再建

• 廃止措置

原子力発電所の廃止措置

放射性廃棄物処分

原発継続、原発新設はありえない。
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原発ゼロ社会をつくる

原発ゼロは可能（すでにほぼ原発ゼロ）

• 電力供給 原子力は不要

原発ゼロ社会をつくることは、持続可能な社会の幕開けとなる。

• 経済 原発に伴う高い費用を負担しなくてよくなる。

• 社会 原発のリスクをこれ以上高めずにすむ。

• 将来世代へ 原子力発電の負の遺産をこれ以上増やさない。

→ 気候変動も、放射能汚染もない社会をつくる。
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原発の将来見通し
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野党から提出された原発ゼロ法案

2018年3月9日、立憲民主党、共産党、自由党、社民党の4党が原発

廃止・エネルギー転換を実現するための改革基本法案（原発ゼロ基

本法案）を国会に提出。→ 審議しないまま棚ざらしに。

内容

• 全ての原発の廃止

• 核燃料サイクルからの撤退

• 再処理工場廃止

• 原発輸出中止

• 2030年までに再生可能エネルギーの比率を50％以上に、2050年までに
100％に。
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再生可能エネルギーの将来展望

60

世界

• 世界的に今後も成長の見込み。

• Apple, Googleなどのグローバル企業がRE100％を宣言。

• サプライヤーにもRE100％を求めるようになってきている。

→サプライヤーになるには再エネ電気が必要になる。

→再エネ電気の需要増大

日本

• 再エネの主力電源化

• 日本企業のRE100％への動きが急速に広まっている。



出所：日本原子力文化財団（2017）「原子力に関する世論調査」p.115

エネルギーに
関する意識の
転換
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出所：資源エネルギー庁（2017）「エネルギー情勢を巡る状況変化」8月30日（第1回エネルギー情勢懇談会資料1）

原発再稼働NO
原発ゼロは国民の

願い



まとめ

原子力発電に固執する日本に未来はない。

原子力発電をゼロにすることは、持続可能な社会への扉

を開く。

エネルギー政策は転換点にある。

関西電力問題は、原発を巡るカネの関係を断ち切ること

が必要であることを示した。

原発ゼロ政府の樹立をめざそう。
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